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一般社団法人福岡県中小企業家同友会 
仕入および資金・金融に関する動向の会員緊急調査 

ダイジェスト（2021年 8月） 
〔調査趣旨〕

長引くコロナ禍の中、米中などの回復需要増やコンテナ不足による海上運賃高騰での木材や非鉄金

属など原材料の入荷難や価格高騰により、仕入品価格の上昇が経営課題として浮かび上がってきて

います。また、セーフティーネット等のコロナ資金緊急融資の返済も始まってきているところであ

り、現下の会員実態を把握するために、8月 3日～30 日の間、会員緊急調査を実施しました。 

〔概況〕

〇現在（2021 年）の売上げは改善傾向にありますが、回復の二極化が見られました。特に小規模企

業は売上回復が遅れ気味となりました。 

〇原材料・商品は、ほぼすべての業種、企業規模、地区において入手難という回答であり、木材や

金属を中心に仕入れ価格の上昇が見られ、価格転嫁はそれぞれの企業で工夫し対応している状況

が見られるが、回答の約半数の企業では仕入価格の上昇がある一方で、受注単価、販売価格はほ

とんどが「変わらず」か「低下」し、販売価格の「上昇」は 20％程度に留まっている。仕入価格

上昇分を販売価格に転嫁できていない企業も一定数あり、今後収益の圧迫が懸念されます。 

〇コロナ資金緊急融資は回答の 57％で利用されていました。逆に４割強は緊急融資を利用してい

ないか出来なかったという回答でした。緊急融資の据置 1年までの約定返済は始まっており、現

状資金繰りが厳しくなっているという回答が 59 社（回答の 17％）もみられました。5 社に 1 社

近くがすでに資金繰りが厳しいという結果です。緊急融資利用の 2/3 が返済据え置き期間 2～3

年で、大半を占めています。この返済開始が 2022 年春先からピークを迎えることからも、早め

の資金繰り対策が必要になります。 

〔調査要領〕

調  査  時 2021年 8月 3日～2021年 8月 30日
対 象 企 業 （一社）福岡県中小企業家同友会 全会員企業 2,132社（8月時点）
調 査 の 方 法 会員専用サイト（一部 FAX）にて配信、自計記入

〔回答企業の概要〕

回 答 数 354社の回答（回答率 16.6％）
企業規模（従業員数）

0～10名以下 185社、11名～20名以下 65社、21名～50名以下 66社
 51名～100名以下 18社、100名以上 20社

企業の所在地  

福岡地区 224社、北九州地区 48社、筑豊地区 44社、県南地区 32社、
県外 6社
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【現在（2021年）の売上高比較】

2021 年とコロナ前である 2019 年の比較では売上が減少しているという回答が多いが、2020 年

との比較では増加と減少が 35％程度で 2極化している。 

○ 業種別の動向

コロナ前の 2019 年度との比較ではほぼ全ての業種で

売上高が減少している。2020 年との比較では工事

業、運輸業などで改善が見られる。 

○ 従業員規模別の動向 

規模別の動向を見ると小規模事業では売上高が改善

していないが、21名以上の企業では規模が大きい程

改善が見られる。 

コロナ前(2019年)と比べて 昨年(2020年)と比べて 来年(2022年)の予測は、
№ カテゴリ 件数 (除不)% (全体)% 件数 (除不)% (全体)% 件数 (除不)% (全体)%
1 増加 89 25.4 25.1 125 35.8 35.3 115 33 32.5
2 変わらず 85 24.3 24 96 27.5 27.1 144 41.4 40.7
3 減少 176 50.3 49.7 128 36.7 36.2 89 25.6 25.1
不明 4 1.1 5 1.4 6 1.7
サンプル数（％ﾍﾞｰｽ） 354 350 100 354 349 100 354 348 100



4 

【現在（2021年）の商品の販売価格､受注単価】

コロナ前の 2019 年度との比較では「変わらず」という回答が多いが、2022 年予測では「上昇」という

回答の割合が増えている。

○ 業種別の動向

2019 年度との比較では「印刷・同関連産業」「機械器

具製造業」「情報通信業」などで減少しているが「食

料品製造業」「鉄鋼・非鉄金属製造業」「運輸業」な

どでは大きく上昇している。 

○ 従業員規模別の動向 

11 名～30 名規模の企業では減少しているが、31名以

上の規模の企業では上昇傾向にある。 
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【現在（2021年）の原材料・商品の仕入れ価格】

○ 業種別・従業員規模別の動向

仕入れ価格の変化に関する調査ではほぼ全ての業

種・従業員規模で「上昇」となっている。2022

年予測も「上昇」が予想される結果となってい

る。 
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【現在（2021年）の原材料・商品の入手状況】

原材料の入手状況については「変わらず」という回答が最も多いが、「困難」という回答が増加傾向

にある。 

○ 業種別の動向

全体的に悪化が見られるが、ウッドショック等

の影響で「繊維・木材・木製品製造業」や「金

属製品製造業」では原材料の入手状況は「困

難」となっている。 

「食料品製造業」「印刷・同関連産業」「運輸

業」などは「容易」となっている。 
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【新型コロナウィルス感染症対応資金等の活用】

○セーフティーネット保証等の新型コロナウィルス感染症対応資金の借り入れ利用 

コロナ対策資金の借り入れを利用したのは 56％程度に留まった。

○うち経営者保証について

コロナ対応資金を利用した企業の内、6割が経営者保証を 

求められている。

○うち資金活用先

コロナ対応資金を利用した企業の内、半数の企業が「運転資金

として活用」と回答し、「新規事業への活用」は 10％未満に留まった。 
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○うち据え置き期間と返済開始時期

返済開始時期を見ると、

2022 年 4～6 月と 2023 年 4

～6月が最も多くなってい

る。 

○約定通りの返済状況
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○新たな借り入れ 

【資本性劣後ローン利用状況】

【現在の資金繰り】

現在の資金繰り状況については、8割程の企業が問題な

いと回答しているが、59 社の企業が「苦しい」と回答

している。 


